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回次
第114期

中間連結会計期間
第115期

中間連結会計期間
第114期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

営業収益 (百万円) 853,363 856,315 1,741,787

経常利益 (百万円) 37,867 39,780 81,538

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
(百万円) 21,824 23,731 46,716

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 24,583 28,036 45,943

純資産額 (百万円) 600,243 637,007 613,723

総資産額 (百万円) 2,431,407 2,520,958 2,507,255

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 114.76 124.79 245.65

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 21.9 22.4 21.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 37,259 53,491 89,728

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △47,662 △45,608 △82,789

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △48,978 △17,014 △17,874

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(百万円) 182,537 222,572 231,748

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における当社グループの経営環境につきましては、雇用・所得環境の改善やインバウンド需

要の増加もあり、国内経済は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、持続的な物価や金利上昇リスクに加

え、米国における関税措置をはじめとする政策動向が及ぼす国内の経済活動や消費活動への影響が懸念されるな

ど、景気の先行きは依然として不透明な情勢となっております。

このような状況のもと、当社グループでは、本年４月に開幕した大阪・関西万博による旅客・消費需要やインバ

ウンド旅客の増加による運輸業、流通業、ホテル・レジャー業の増収に加え、不動産業においてマンション販売が

増収となりましたため、国際物流業での減収を差引き、営業収益は前年同期に比較して0.3％増収の8,563億15百万

円となり、営業利益は前年同期に比較して6.7％増益の421億67百万円となりました。

営業外損益で金利の上昇に伴い支払利息が増加しましたが、経常利益は前年同期に比較して5.1％増益の397億80

百万円となりました。

特別損益で投資有価証券売却益や近鉄百貨店名古屋店閉店に伴う受取補償金を特別利益に、また名古屋店閉店に

伴う店舗閉鎖損失等を特別損失にそれぞれ計上し、非支配株主に帰属する中間純利益を控除した親会社株主に帰属

する中間純利益は、前年同期に比較して8.7％増益の237億31百万円となりました。

各報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

①運　輸

鉄軌道事業で大阪・関西万博開催に伴う旅客の増加や本年２月に実施したダイヤ変更による名阪特急増発効果

に加え、インバウンド需要も堅調に推移したため、運輸業全体の営業収益は前年同期に比較して5.7％増収の

1,143億22百万円となり、営業利益は前年同期に比較して15.7％増益の175億50百万円となりました。

②不動産

不動産販売業で主として近畿圏において高価格帯のマンション販売が進捗したほか、首都圏では新築物件の一

棟売却等もあり、不動産業全体の営業収益は前年同期に比較して7.9％増収の802億６百万円となり、営業利益は

前年同期に比較して12.3％増益の81億51百万円となりました。

③国際物流

国際物流業で、本年４月のシステム障害の影響や欧州市場の低迷等もあり、営業収益は前年同期に比較して

7.4％減収の3,680億59百万円となり、営業利益は前年同期に比較して14.5％減益の40億12百万円となりました。

④流　通

百貨店業で前年好調であった免税売上の反動はあったものの、大阪・関西万博のオフィシャルストアが好調に

推移したほか、ストア・飲食業においても万博開催等による人流増加が駅ナカ店舗の売上に寄与したこと等もあ

り、流通業全体の営業収益は前年同期に比較して7.4％増収の1,129億29百万円となり、営業利益は前年同期に比

較して32.6％増益の36億68百万円となりました。

⑤ホテル・レジャー

ホテル業でインバウンドをはじめとする宿泊利用が堅調であったほか、旅行業で海外個人旅行や大阪・関西万

博等の取扱いが増加しましたが、観光施設業で前年に実施したコラボイベントの反動で志摩スペイン村の入場者

数が減少しました。この結果、ホテル・レジャー業全体の営業収益は前年同期に比較して7.4％増収の1,821億53

百万円となり、営業利益は前年同期に比較して0.7％減益の75億83百万円となりました。

⑥その他

その他の事業全体の営業収益は前年同期に比較して10.7％増収の243億85百万円となり、営業利益は前年同期

に比較して13.6％減益の15億80百万円となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は2,225億72百万円で、前期末に比較して91億75百

万円減少しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が増加したことに加え、仕入債務の支払が減

少したことなどにより、前年同期に比較して162億31百万円収入が増加し、534億91百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得が増加したものの、定期預金の払出が増加したほか、

投資有価証券の売却による収入が増加したことなどにより、前年同期に比較して20億53百万円支出が減少し、

456億８百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金や社債による資金調達などにより、前年同期に比較して319億

64百万円支出が減少し、170億14百万円の支出となりました。

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び新たに発生

した課題はありません。

（４）研究開発活動

特記すべき事項はありません。

３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 190,662,061 190,662,061
東京証券取引所

プライム市場

１単元株式数

100株

計 190,662,061 190,662,061 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 190,662 － 126,476 － 59,014

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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（2025年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 21,863 11.5

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 6,817 3.6

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,939 1.5

JP MORGAN CHASE BANK 385781

(常任代理人　㈱みずほ銀行)

25 BANK STREET,CANARY WHARF,LONDON,

E14 5JP,UNITED KINGDOM

(東京都港区港南２丁目15番１号)

2,727 1.4

STATE STREET BANK WEST CLIENT-

TREATY 505234

(常任代理人　㈱みずほ銀行)

1776 HERITAGE DRIVE,NORTH QUINCY,MA

02171,U.S.A.

(東京都港区港南２丁目15番１号)

2,221 1.2

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505001

(常任代理人　㈱みずほ銀行)

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,BOSTON, 

MASSACHUSETTS

(東京都港区港南２丁目15番１号)

2,181 1.1

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505103

(常任代理人　㈱みずほ銀行)

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,BOSTON, 

MASSACHUSETTS 

(東京都港区港南２丁目15番１号)

1,873 1.0

楽天証券㈱ 東京都港区南青山２丁目６番21号 1,804 0.9

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 1,629 0.9

JP MORGAN CHASE BANK 385864

(常任代理人　㈱みずほ銀行)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, 

E14 5JP, UNITED KINGDOM 

(東京都港区港南２丁目15番１号)

1,399 0.7

計 － 45,456 23.9

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有の割合

（％）

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 438 0.23

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント㈱
東京都港区芝公園一丁目１番１号 5,059 2.65

アモーヴァ・アセットマネジメ

ント㈱
東京都港区赤坂九丁目７番１号 3,736 1.96

計 － 9,233 4.84

（５）【大株主の状況】

（注）三井住友信託銀行㈱及びその共同保有者から2025年９月19日付で公衆の縦覧に供された大量保有報告書に係る変更

報告書において、2025年９月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として2025年９

月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づ

き記載しております。

なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。
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（2025年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,203,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 187,414,600 1,874,146 －

単元未満株式 普通株式 1,043,861 － －

発行済株式総数 190,662,061 － －

総株主の議決権 － 1,874,146 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄の普通株式は、当社所有の自己株式205,700株及び相互保有株式

1,997,900株であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、500株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

（2025年９月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合
（％）

(自己保有株式)

近鉄グループホール

ディングス㈱
大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 205,700 － 205,700 0.1

(相互保有株式)

三重交通㈱ 三重県津市中央１番１号 1,343,800 500,000 1,843,800 1.0

三交興業㈱ 三重県亀山市関町萩原39番地 154,100 － 154,100 0.1

計 － 1,703,600 500,000 2,203,600 1.2

②【自己株式等】

（注）三重交通㈱の他人名義所有株式500,000株は、同社が退職給付信託（㈱日本カストディ銀行〔東京都中央区晴海１

丁目８番12号〕（三井住友信託銀行㈱再信託分・三重交通㈱退職給付信託口）名義分250,000株及び日本マスタート

ラスト信託銀行㈱〔東京都港区赤坂１丁目８番１号〕（退職給付信託口・三重交通㈱口）名義分250,000株）に拠出

したものであります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 259,128 240,280

受取手形、売掛金及び契約資産 193,178 203,370

有価証券 6,564 5,134

商品及び製品 10,173 10,363

仕掛品 2,877 5,930

原材料及び貯蔵品 5,974 5,923

販売土地及び建物 203,565 214,581

その他 81,516 81,747

貸倒引当金 △1,801 △2,090

流動資産合計 761,176 765,241

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 544,259 536,000

土地 680,639 699,122

建設仮勘定 20,681 18,485

その他（純額） 139,475 138,948

有形固定資産合計 1,385,056 1,392,557

無形固定資産

のれん 56,017 54,393

その他 105,242 101,464

無形固定資産合計 161,260 155,858

投資その他の資産

投資有価証券 70,080 79,713

その他 128,624 126,463

貸倒引当金 △636 △635

投資その他の資産合計 198,068 205,541

固定資産合計 1,744,384 1,753,957

繰延資産 1,693 1,760

資産合計 2,507,255 2,520,958

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 117,651 129,218

短期借入金 256,519 192,005

１年以内償還社債 87,137 35,137

未払法人税等 15,771 16,709

賞与引当金 17,181 18,019

商品券等引換損失引当金 6,053 6,071

店舗閉鎖損失引当金 － 1,215

その他 261,294 247,064

流動負債合計 761,609 645,440

固定負債

社債 271,780 315,211

長期借入金 641,474 710,825

退職給付に係る負債 12,389 11,025

その他 206,278 201,447

固定負債合計 1,131,921 1,238,510

負債合計 1,893,531 1,883,951

純資産の部

株主資本

資本金 126,476 126,476

資本剰余金 54,734 55,297

利益剰余金 234,814 254,158

自己株式 △1,199 △1,231

株主資本合計 414,825 434,701

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,797 11,296

繰延ヘッジ損益 40 149

土地再評価差額金 97,122 97,156

為替換算調整勘定 15,114 13,030

退職給付に係る調整累計額 9,225 7,357

その他の包括利益累計額合計 129,300 128,991

非支配株主持分 69,597 73,315

純資産合計 613,723 637,007

負債純資産合計 2,507,255 2,520,958
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業収益 853,363 856,315

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 696,752 694,657

販売費及び一般管理費 ※１ 117,105 ※１ 119,490

営業費合計 813,858 814,148

営業利益 39,504 42,167

営業外収益

受取利息 2,417 2,185

受取配当金 632 1,295

持分法による投資利益 1,072 1,064

その他 1,558 2,236

営業外収益合計 5,679 6,782

営業外費用

支払利息 5,567 6,757

為替差損 295 167

その他 1,454 2,243

営業外費用合計 7,317 9,169

経常利益 37,867 39,780

特別利益

工事負担金等受入額 4,097 2,652

固定資産売却益 14 10

投資有価証券売却益 24 2,324

受取補償金 － 4,531

その他 675 131

特別利益合計 4,812 9,650

特別損失

工事負担金等圧縮額 4,092 2,639

固定資産売却損 11 2

固定資産除却損 322 462

減損損失 21 19

店舗閉鎖損失 － 1,990

その他 278 945

特別損失合計 4,726 6,059

税金等調整前中間純利益 37,953 43,371

法人税等 12,552 14,838

中間純利益 25,401 28,533

非支配株主に帰属する中間純利益 3,576 4,802

親会社株主に帰属する中間純利益 21,824 23,731

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

中間純利益 25,401 28,533

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △279 3,661

土地再評価差額金 122 －

繰延ヘッジ損益 △353 189

為替換算調整勘定 1,631 △2,694

退職給付に係る調整額 △1,931 △1,871

持分法適用会社に対する持分相当額 △7 218

その他の包括利益合計 △817 △496

中間包括利益 24,583 28,036

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 20,177 23,380

非支配株主に係る中間包括利益 4,406 4,656

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 37,953 43,371

減価償却費 38,469 39,714

のれん償却額 1,623 1,623

工事負担金等圧縮額 4,092 2,639

減損損失 21 611

工事負担金等受入額 △4,097 △2,652

固定資産売却損益（△は益） △3 △8

有価証券売却損益（△は益） △24 △2,324

受取補償金 － △4,531

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,902 △4,238

受取利息及び受取配当金 △3,049 △3,481

支払利息 5,567 6,757

持分法による投資損益（△は益） △1,072 △1,064

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △9,798 △11,333

棚卸資産の増減額（△は増加） △15,501 △13,445

仕入債務の増減額（△は減少） △531 11,759

その他 △1,345 5,604

小計 49,402 69,002

利息及び配当金の受取額 2,703 3,536

利息の支払額 △5,531 △6,623

補償金の受取額 － 1,132

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9,314 △13,557

営業活動によるキャッシュ・フロー 37,259 53,491

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9,748 △7,377

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
5,217 7,539

有形及び無形固定資産の取得による支出 △46,470 △59,491

有形及び無形固定資産の売却による収入 776 300

工事負担金等受入による収入 4,097 2,652

定期預金の純増減額（△は増加） △1,491 9,134

その他 △44 1,632

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,662 △45,608

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000 △46,642

長期借入れによる収入 47,650 126,020

長期借入金の返済による支出 △63,058 △74,049

社債の発行による収入 29,810 44,739

社債の償還による支出 △44,568 △53,568

配当金の支払額 △9,523 △4,761

非支配株主への配当金の支払額 △1,435 △1,094

リース債務の返済による支出 △9,843 △8,999

その他 989 1,343

財務活動によるキャッシュ・フロー △48,978 △17,014

現金及び現金同等物に係る換算差額 260 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △59,120 △9,175

現金及び現金同等物の期首残高 241,657 231,748

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 182,537 ※１ 222,572

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前

中間純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

従業員（住宅融資） 269百万円 従業員（住宅融資） 225百万円

その他３社 82百万円 その他３社 71百万円

計 352百万円 計 296百万円

（中間連結貸借対照表関係）

保証債務（保証予約を含む。）

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

人件費 67,725百万円 67,886百万円

諸経費 38,002百万円 39,880百万円

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

２　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第46号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関す

る国際最低課税額に対する法人税等を計上しておりません。

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 208,887百万円 240,280百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △26,350百万円 △17,707百万円

現金及び現金同等物 182,537百万円 222,572百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 9,523 50.00 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月14日

取締役会
普通株式 4,761 25.00 2024年９月30日 2024年12月６日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月20日

定時株主総会
普通株式 4,761 25.00 2025年３月31日 2025年６月23日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月14日

取締役会
普通株式 5,713 30.00 2025年９月30日 2025年12月８日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の
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（単位：百万円）

運輸 不動産 国際物流 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額
（注）
１、２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

営業収益

外部顧客への
営業収益

103,903 61,922 397,163 104,001 168,515 17,533 853,040 323 853,363

セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

4,271 12,379 136 1,117 1,081 4,500 23,486 △23,486 －

計 108,174 74,301 397,299 105,119 169,596 22,034 876,526 △23,162 853,363

セグメント利益 15,170 7,255 4,694 2,767 7,641 1,829 39,358 146 39,504

（単位：百万円）

運輸 不動産 国際物流 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額
（注）
１、２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

営業収益

外部顧客への
営業収益

109,947 67,220 368,059 111,574 181,220 18,031 856,053 262 856,315

セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

4,375 12,985 － 1,354 933 6,354 26,002 △26,002 －

計 114,322 80,206 368,059 112,929 182,153 24,385 882,056 △25,740 856,315

セグメント利益 17,550 8,151 4,012 3,668 7,583 1,580 42,547 △379 42,167

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．外部顧客への営業収益の調整額は、持株会社である当社で計上したものであります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない当社

の損益であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．外部顧客への営業収益の調整額は、持株会社である当社で計上したものであります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない当社

の損益であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

2024年10月１日を効力発生日とするグループ内組織再編を実施し、人材不足への対応のみならずグループ

としての人事戦略に取り組む新たな人材会社として株式会社近鉄ＨＲパートナーズを組成しました。

これに伴い、前第３四半期連結会計期間より、「ホテル・レジャー」業に含まれていた人材派遣業を、「そ

の他」の事業に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

ております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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報告

セグメント
部門

前中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

運輸

鉄道 76,381 80,354

バス 14,533 15,738

タクシー 4,858 5,090

鉄道施設整備 1,303 1,543

その他運輸関連 3,381 3,592

顧客との契約から生じる収益　計 100,457 106,319

その他の収益 3,445 3,627

運輸　計 103,903 109,947

不動産

不動産販売 33,898 36,022

不動産賃貸 3,292 3,454

不動産管理 15,785 14,941

顧客との契約から生じる収益　計 52,976 54,419

その他の収益 8,946 12,801

不動産　計 61,922 67,220

国際物流

航空貨物輸送 134,376 129,422

海上貨物輸送 121,170 111,060

ロジスティクス 117,719 103,892

その他 23,379 23,203

顧客との契約から生じる収益　計 396,646 367,579

その他の収益 517 480

国際物流　計 397,163 368,059

流通

百貨店 51,597 57,349

ストア・飲食 48,381 49,575

顧客との契約から生じる収益　計 99,978 106,924

その他の収益 4,022 4,649

流通　計 104,001 111,574

ホテル・

レジャー

ホテル 21,415 22,807

旅行 133,519 146,291

映画 978 1,046

水族館 5,205 5,263

観光施設 5,715 4,040

顧客との契約から生じる収益　計 166,835 179,448

その他の収益 1,679 1,771

ホテル・レジャー　計 168,515 181,220

その他・調整

顧客との契約から生じる収益 17,836 18,272

その他の収益 20 20

その他・調整　計 17,857 18,293

顧客との契約から生じる収益　合計 834,731 832,964

その他の収益　合計 18,632 23,351

外部顧客への営業収益　合計 853,363 856,315

（収益認識関係）

（単位：百万円）

（注）前第３四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。これに伴い、前中間連結会計期間

の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、変更後の区分方法により作成しております。詳細は

「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。
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前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 114円76銭 124円79銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 21,824 23,731

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益（百

万円）
21,824 23,731

普通株式の期中平均株式数（千株） 190,175 190,164

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2025年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………5,713百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………30円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年12月８日

（注）2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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社債の名称 保証会社 発行年月日
券面総額

（百万円）
償還額

（百万円）

当中間会計期
間の末日現在
の未償還額
（百万円）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

近鉄グループホールディングス㈱

第99回無担保社債

近畿日本

鉄道㈱
2016.９.２ 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第102回無担保社債
同上 2017.７.27 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第106回無担保社債
同上 2018.１.25 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第111回無担保社債
同上 2018.７.26 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第112回無担保社債
同上 2019.７.11 20,000 － 20,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第117回無担保社債
同上 2020.１.30 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第121回無担保社債
同上 2022.12.８ 32,000 － 32,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第122回無担保社債
同上 2022.12.８ 18,000 － 18,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第123回無担保社債
同上 2023.７.28 20,000 － 20,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第124回無担保社債
同上 2023.７.21 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第125回無担保社債
同上 2024.７.31 20,000 － 20,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第126回無担保社債
同上 2024.７.25 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第127回無担保社債
同上 2024.12.12 20,000 － 20,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第128回無担保社債
同上 2024.12.12 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第129回無担保社債

（旧㈱近鉄エクスプレス

第１回無担保社債）

同上 2019.９.20 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第130回無担保社債

（旧㈱近鉄エクスプレス

第２回無担保社債）

同上 2020.９.10 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第132回無担保社債

（旧㈱近鉄エクスプレス

第４回無担保社債）

同上 2021.７.８ 10,000 － 10,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第133回無担保社債
同上 2025.７.25 25,000 － 25,000 －

近鉄グループホールディングス㈱

第134回無担保社債
同上 2025.７.16 20,000 － 20,000 －

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

１【保証の対象となっている社債】
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２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

　該当事項はありません。

会社名 近畿日本鉄道株式会社

代表者の役職氏名 取締役社長　　原　恭

本店の所在の場所 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号

３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

（１）会社名、代表者の役職氏名及び本店の所在の場所

有価証券報告書
事業年度 自　2024年４月１日 2025年６月19日

（第114期） 至　2025年３月31日 関東財務局長に提出

（２）経営成績の概要

　保証会社である近畿日本鉄道㈱の直近の事業年度に関する経営成績の概要は、以下の提出会社の有価証券報告書

における「第二部　提出会社の保証会社等の情報」の「第１　保証会社情報」「３　継続開示会社に該当しない保

証会社に関する事項」に記載しております。

第２【保証会社以外の会社の情報】
　該当事項はありません。

第３【指数等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月13日

近鉄グループホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 黒川　智哉

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 前田　俊之

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大西　洋平

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近鉄グループホ

ールディングス株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日

から2025年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、近鉄グループホールディングス株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年11月14日

【会社名】 近鉄グループホールディングス株式会社

【英訳名】 Kintetsu Group Holdings Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　若井　敬

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長若井敬は、当社の第115期中（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）の半期報告書の記載内

容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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